
（別添）

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

15,646 922

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 29,252 27,936 1,316 1,283 35,335 -

診療所会計 87 87 - - - -

（老人保健特別会計） 2 2 - - - -

（相互重複分） △ 15 △ 15 - - - -

普通会計 29,326 28,010 1,316 1,283 35,335 -

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益
（実質収支）

企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

3,868 3,765 103 100 - 238 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

274 274 0 0 - 45 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

4,375 4,398 △ 23 △ 23 - 338 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

3,196 3,176 20 18 - 451 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

231 231 0 0 136 92 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

505 505 0 0 2,435 95 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

920 892 28 28 6,088 431 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

451 438 13 13 2,909 240 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

463 448 15 15 3,078 186 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

1 1 0 0 60 1 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

5 5 0 0 41 4 - -

病院事業会計 873 890 - △ 17 912 301 - 363 法適用企業（一部）

ガス事業会計 874 769 - 104 1,068 - - - 法適用企業

上水道事業会計 351 290 - 60 958 - - - 法適用企業

簡易水道事業会計 122 109 - 13 338 - - - 法適用企業

下水道事業会計 1,458 1,743 - △ 285 19,069 895 - 2,065 法適用企業

（公共下水道事業） 1,156 1,408 - △ 252 15,234 704 - 2,019 法適用企業

（特定環境保全公
共下水道事業） 248 282 - △ 34 3,351 152 - 40 法適用企業

（農業集落排水事
業） 54 53 - 1 484 39 - 6 法適用企業

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。

　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

　　　　　４．各特別会計数値は、決算統計数値と異なる場合がある。

収支の不足は翌年
度歳入繰上充用

（小規模集合排水
処理事業）

-

スキー場事業
特別会計

簡易水道事
業

特別会計

下水道事業
特別会計

（特定環境保全公
共下水道事業）

（農業集落排水事
業）

-

-

（個別排水処理事
業） -

-

国民健康保険
特別会計
（直営診療所
施設勘定）

老人保健
特別会計

介護保険
特別会計 -

-

-

国民健康保険
特別会計
（事業勘定） -

-

-

財政状況等一覧表（平成１８年度）

魚沼市

(百万円)

<法適用企業>

経常収支比率

98%

合計
（A）＋（B)

16,568

備考

80%

87%

103%

117%

121%

116%

82%



（別添）
３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

○新潟県市町村総
合事務組合 12,217 10,560 1,657 1,657 - - - -

・一般会計 398 354 44 44 - - - -

・職員退職手当支
給事業特別会計 9,360 7,902 1,458 1,458 - - - -

・消防団員等公務
災害補償事業特別

会計
1,562 1,532 30 30 - - - -

・消防消じゅつ金支
給事業特別会計 44 24 20 20 - - - -

・非常勤職員公務
災害補償等事業特

別会計
15 7 8 8 - - - -

・交通災害共済事
業特別会計 838 741 97 97 - - - -

○魚沼地区障害福
祉組合 388 375 13 13 - - - -

○魚沼地域特別養
護老人ホーム組合 811 696 115 115 - - - -

・特別養護老人
ホーム八色園（指
定介護老人福祉施

499 490 9 9 - - - -

・特別養護老人
ホーム八色園（老
人短期入所施設）

125 68 57 57 - - - -

・八色園デイサービ
スセンター（老人デ
イサービスセン
ター）

187 138 49 49 - - - -

○新潟県後期高齢
者医療広域連合 17 6 11 11 - - - -

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

ほりのうち 1 13 5 - - -

奥只見観光 34 △ 19 5 - - -

ゆのたに荘 △ 16 24 1 24 - -

深雪の里 13 57 25 - - -

ユピオ - 15 7 - - -

広神村農業公社 3 77 28 - - -

神湯温泉倶楽部 - △ 15 61 - - -

守門村農業公社 2 120 95 - - -

ゆきくらフーズ - 6 10 - - -

守門農産 - 3 2 - - -

ドリーム・クリエー
ション入広瀬 △ 1 55 28 - - -

入広瀬村地域づくり
振興公社 - 20 20 - - -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３か年平均である。

財政力指数 8.2
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-
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の損失補償に
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